
 

 

１．はじめに                                         
１．１ 本研究の背景 
幼稚園、小学校、病院などの公共施設の計画に当たって

は、居住地からの距離を抑えるように配置を定め利便性を

確保すべきものとされる 1）。このとき、公共施設は整備費

用が大きく配置の変更が困難なため、複数の世代に対して

利便性を確保することが望まれる。 
一方で核家族世帯の増加によって世帯構成が変化し、住

宅団地の郊外化が進んできた。地方中心都市の住宅団地で

は、入居時に決定された親と子どもに特化した世代が見ら

れ 2）、特に戸建持ち家を主とする団地では、居住者の入れ

替わりが緩慢である 3）。このため、世代ごとに居住地の相

違が生じてきている。 
そのため、ある特定の世代にとっては利用しやすい公共

施設の配置であったとしても、将来の別の世代にとっては

利便性が確保できない危険性がある。このような場合、特

定の世代の利便性を重視した施設計画は長期的には効率的

ではなく他の世代への負担をもたらすため、公共施設の配

置をめぐって世代間に対立が生じる可能性がある。 
１．２ 既往研究 
（１）施設配置計画における評価指標 
公共施設の利便性を評価するために も広く用いられて

いる指標は、居住地から施設までの距離である。サービス

提供の効率性を問題にする場合には平均距離を指標とし、

公平性を重視する場合には 遠方の利用者からの距離を

小化したり、 大利用距離に制限をつけた上で平均距離を

小化するなどの数理計画問題が定式化される。その解法

についても多くの研究蓄積がなされてきた 4)。実用的には

居住地ごとの人口を与える必要があるが、詳細な地域単位

の人口データがない場合の誤差に関する検討 5)や離散的な

人口分布データを活用した解法の研究 6)が進んでいる。さ

らに将来の人口推計の誤差が与える影響をリグレットを含

む目的関数を用いて考慮する方法7)も提案されている。 
一方、施設利用に当たり混雑が問題となる場合の評価指

標としては移動時間に平均待ち時間を加えた例 8)があり、

施設サービスの質的な差異を考慮した選択をハフモデルで

表現した上で平均移動距離を用いる方法 9)もある。 
これらの研究はいずれも、将来における計画人口の分布

は誤差を持ちながらも所与であるとして、利便性が高い施

設の立地点を明らかにするという立場をとっている。 
（２）施設の統廃合計画に関する研究 
 施設配置計画の研究は、人口が増加して需要が増大する

のに対してどのように施設を準備するかという視点からの

ものがほとんどであるが、昨今では地方の中山間部をはじ

めとする人口減少地域における小中学校の統廃合問題が深

刻な問題となっている。このときの評価指標として通学距

離のほかに、統合により影響を受ける児童の数や、小学校

区と中学校区の整合性を取り入れたケーススタディー10)や

施設の維持費用と跡地売却による収入という金銭的な視点

を加えた検討 11)がなされている。 
これらの研究は経年的な利便性の変化という点に着目し

ているが、人口変化に対する事後的な対応の検討にとどま

っている。また数理的には既存の施設のうちから廃止施設

を選び出せばよいため解空間が小さく、解法は単純である。 
（３）世代間の人口分布の相違 
国勢調査などの年齢別人口統計データを用いて将来人口

推計の精度を向上させる試みは古くからなされてきた。ま

た、居住環境の評価や住宅に対するニーズは世帯のライフ

サイクルステージによって異なることから、住宅計画にお

いて年齢階層分布を取り入れることの重要性が指摘されて
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きた。戸建持ち家を主とする団地などでは居住者の入れ替

わりが緩慢であり 3）、特定の年齢層のニーズに合わせた住

宅では居住者の加齢やライフステージの変化によるニーズ

の変化に対応できないという住宅継承の問題が発生する。 
藤井ら12)は、郊外部で子どもが離家して親が残るという

エンプティネスト化の現状を調べるため、親世代を 1905
年～50年生まれ、子世代を1954年～65年生まれとして東

京大都市圏の人口構造変化を分析した。その結果市区町村

レベルで人口構造のバランスが維持されているように見え

ても、ミクロレベルでは人口構造が大きく異なる地区がモ

ザイク状に存在していることを指摘した。さらに、住宅継

承の問題とは別に、小地域の施設整備の方向性について、

現在のニーズの充足のみを目的とした整備を行うことは、

新たな次世代の流入を拒む可能性があると指摘している。 
１．３ 本稿の目的 
本研究の特徴は、藤井ら 12)が指摘したような地域の施設

整備に関する世代間の対立に着目することにあり、その対

立の可能性を現実のデータに基づいて検討することを目的

とする。なお本研究では、｢世代｣という言葉を、生まれ年

を同じとするような人間集団、すなわち人口学で「コホー

ト」と呼ばれている集団を表わすために用いる。 
多くの地域において、それぞれの世代はその世帯形成期

に開発された住宅地に集中するなど、地理的に異なる場所

に居住している。これに伴いそれぞれの世代に対して 適

な地域施設の配置は異なっている。その違いが大きければ、

特定の世代の利便性を考慮した施設配置は他の世代にとっ

て不便なものとなる。Suzukiら13)は、各世代へのサービス

を単独供給する施設と同時供給する施設を組み合わせた配

置計画問題を提案し、将来的に世代間の対立を回避する施

設計画方法の一つの方向性を示している。 
本稿では、宮城県において近年公共施設の利便性が低下

している町を取り上げ、世代ごとに居住地から施設までの

平均距離を 小にするような 適施設配置モデルを解いて、

適配置解の一致性を分析する。これによって、施設配置

をめぐる世代間の対立の可能性について考察を行う。 
 
２．公共施設利便性の計測 
宮城県の2000年現在の市区町村のうちで、人口集中地区

が一定以上の広がりを持ち、公共施設の配置が問題となる

可能性がある23の市区町を対象として、居住地から公共施

設までの平均距離の計測を行う。 
２．１ 使用するデータ 

Hodgson ら 5）はp-メディアン施設配置問題では、年齢別

人口などの詳細な統計データを詳細な空間単位で得ること

が困難であることを指摘した。カナダの地方都市を例とし

て、詳細な空間単位で得られる全人口や住宅密度などの指

標で代用することの誤差と、データが得られる広域的な空

間単位を用いることによる集計誤差の比較を行い、前者の

方が深刻であるとしている。本研究でも代用を避け、人口

の位置情報は、年齢別のデータが存在する 小の空間単位 

表－1 公共施設の利便性変化のパターン分類 

仙台市青葉区 0 0 0 0 0 5 143

仙台市宮城野区 0 0 1 0 0 4 103

仙台市若林区 0 0 0 0 0 5 71

仙台市太白区 0 0 0 0 0 5 139

仙台市泉区 0 0 0 0 0 5 57

石巻市 0 0 0 0 0 5 116

塩釜市 0 0 0 0 0 5 64

古川市 1 0 0 0 0 4 28

気仙沼市 0 0 1 0 1 3 54

白石市 0 0 0 1 0 4 34

名取市 0 0 1 1 0 3 50

角田市 1 0 1 1 0 2 14

多賀城市 0 0 1 0 0 4 37

岩沼市 1 0 2 0 0 2 32

大河原町 0 1 2 0 0 2 20

柴田町 0 2 0 0 0 3 25

松島町 1 0 1 0 0 3 11

大和町 1 1 1 0 0 2 19

加美町 0 1 4 0 0 0 19

涌谷町 2 0 1 0 0 2 20

迫町 3 0 1 0 0 1 14

矢本町 0 3 0 0 1 1 24

女川町 1 0 0 1 1 2 18

施設

数の

変化

地域

DID

メッシュ

数

（５）

改善

継続

（４）

途中

改善

（３）

変化

なし

（２）

途中

悪化

（１）

悪化

継続

 
 
であり、距離の計算などが容易な、総務省統計局による国

勢調査の 500m メッシュデータを用いる。一方公共施設の

位置情報は、国土交通省国土地理院の数値地図と、総務省

統計局が行う事業所・企業統計調査の結果を用いる。 
２．２ 計測方法 
居住地メッシュの中心点と、 近隣の公共施設を含むメ

ッシュの中心点との直線距離をGISで計算し、対象年齢階

層の人口の重みをつけて平均距離を求める。1980年から5
年おきに2000年までの5時点について、保育所、幼稚園、

小学校、中学校、病院という5種類の公共施設までの平均

距離の計算を行った。 
２．３ 利便性の変化パターン 
宮城県の23市区町において、5種類の公共施設に関して

施設数の変化に起因しない 100m 以上の平均距離の変化を

計測し、（1）悪化、（2）途中から悪化、（3）変化なし、（4）
途中から改善、（5）改善の5つのパターンに分類した。結

果を表－1 に示す。施設数の変化が無いにも関わらず、3
施設の利便性が悪化していた迫町、矢本町と、2 施設での

悪化が見られた柴田町、大和町、涌谷町の5町について、

さらに利便性の変化パターンの世代間の差異を確認した。 
 大和町の小学生の年齢層人口に対して、居住地から小学

校までの平均距離の変化を図－1に示す。1990年まで平均

距離が減少して利便性が改善しているが、それ以降は徐  々
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図－1 大和町における小学校までの平均距離の変化 
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図－2 大和町の人口分布と小学校の位置 
 

 
図－3  施設配置の候補点 

 

に平均距離が増加して利便性が悪化している。利便性が

も高い年次は5-9歳年齢階層人口では1990年、10-14 歳年

齢階層人口では1995年であり、いずれも1981～1985年生

まれの世代に相当する。これに比べて5年後の世代に対す

る利便性は低下している。このような世代間の相違は他の

4 町では顕著には見られなかったので、以下では分析対象

を大和町に絞ることとする。 
２．４ 世代間対立の可能性がある利便性の変化 
図－2 に 1985 年から 2000 年までの対象となる年齢層の

人口分布と小学校の位置を示す。図の領域内には点で示し

たように2つの小学校があり、1873年から個数、位置とも

変化していない。メッシュの人口分布を見る限りは世代間

の分布の差異は大きいものではないが、1981～85年生まれ

の世代は他の世代よりも西方の人口密度が低く、対象地区

中央の小学校に近い場所の居住密度が大きい。図－1 に示

したこの世代を頂点とする利便性の悪化は、その前後の世

代の分布を勘案すれば西部への新規の小学校整備の検討が

必要となる状況下で、この1981～85年生まれの世代には高

い利便性を提供できていたために、既存の施設配置の問題

点の検討が先送りされてしまった結果であるとも解釈でき

る。 
 
３．最適施設配置解の相違  
 施設配置をめぐる世代間の対立が発生する可能性を検討

するためには、実際に実現していた利便性の評価値だけで

はなく、それぞれの世代にとって望ましい施設配置の比較

を行う必要があると考えた。以下では、居住地から施設ま

での平均距離を 小にする 適施設配置問題の定式化を行

う。次に、この数理計画問題を大和町の 1980 年から 2000
年までの世代別人口分布に適用し、 適施設配置解を求め

て比較を行う。 
３．１ 最適施設配置問題 

5年ごとの 適施設配置解を比較できるように、1980年
時点の人口集中地区に居住する人口を対象とする。対象と

なる500mメッシュは先の図－2に示した19のメッシュで

あり、計算上メッシュの中心点に人口が分布していると仮

定する。一方施設配置の候補点は、図－3に示したように、

居住メッシュの周囲を含めた 500m メッシュの中心点であ

る。住民は居住地から も近い立地点にある施設を利用す

ると仮定して、移動費用と公共施設の立地費用の総和であ

る総費用 TC を 小化する、以下の容量非制約型の 適施

設配置問題を考える。 

j
j

j i
ijiij yxWCTC　min  (1) 

　　toSubject )1 Iix
Jj

ij 　（　   (2) 

），　（ JjIixy ijj
    (3)  

），　（ JjIixij 1,0  (4) 

）　（ Jjy j 1,0  (5) 

Cij：地点 iと地点 j間の移動にかかる費用（直線距離）

A B C 

D 

A 
B 

C 
D 

E 
 

E 
 

G 
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表－2 1施設の 適施設配置解のメッシュ番号（ゴチック体）と平均距離（明朝体、10m） 
年次
1980 14 71 14 82 14 81 10 79 10 73 10 79 10 81 10 83 10 80 10 82 10 78 10 83 10 77 10 81
1985 14 73 14 78 10 81 10 81 10 72 10 80 10 79 10 81 10 83 10 76 10 83 10 84 10 81 10 79
1990 14 80 10 78 10 81 10 81 10 83 10 78 10 83 10 89 10 79
1995 14 76 10 78 10 71 10 76 10 75 10 70 10 76 10 75 10 80 10 83
2000 10 79 10 77 10 77 10 80 10 80 10 77 10 76 10 71 10 73 10 73 10 77 10 78 10 76
年次
1980
1985
1990 10 82
1995 10 72
2000 10 71 10 73 10 73

1956 1966

1986

198119761971

1991

19061901 1961195119461941193619161911

1996

193119261921

 
表－3 2施設の 適施設配置解のメッシュ番号（ゴチック体）と平均距離（明朝体、10m） 

年次
1980 9 15 51 10 15 54 10 18 57 10 18 53 10 18 51 10 18 53 5 15 55 5 15 53 5 15 55 5 18 55
1985 10 18 54 10 18 53 10 18 58 10 18 54 10 15 53 10 18 54 10 18 52 5 15 56 5 15 55 10 15 57 10 18 59
1990 10 18 53 6 15 53 6 15 53 6 15 53 6 15 53
1995 10 18 53 10 18 52 10 18 51 10 15 52 6 15 53
2000 10 18 55 6 15 53 10 15 56 6 15 56 6 15 56 10 15 56 6 15 54
年次
1980 5 15 47 5 18 51 5 15 54 5 15 55
1985 5 18 47 5 15 52 10 15 58
1990 6 15 52 5 18 50 5 18 54 6 15 51 6 18 51
1995 10 15 51 6 15 51 6 15 51 5 15 51 6 15 58 6 15 51
2000 6 15 49 6 15 49 6 15 51 6 15 53 6 15 51 6 15 52 6 15 50 6 15 48 6 15 49

1946

1961 19661956

19411936193119261921

1986

1916191119061901

1976

1951

1991 19961971 1981

 
 
Wi：地点 iに居住する利用者数（外生） 
λ ：公共施設立地費用（地点によらず一定） 
この問題を、計算量が少なく必ず整数解が得られると

いう利点があるErlenkotter の双対上昇法 14)を用いて解く。

式（1）～（5）までの主問題に対する双対問題は、以下

のようになる。 
　max      

Ii
iv　  (6) 

　　toSubject ）　　（ JjCv
Jj

iji,0max  (7) 

主問題の解 xij、yjと双対変数の間には以下の相補条件

式（8）、式（9）が成立する。 

0,0max
Ii

ijij Cvy  (8) 

0,0max ijiijj Cvxy             (9) 

Erlenkotter の双対上昇法では、双対変数 viを、制約条件

式（7）を満たすように順に上昇させて、相補条件式（8）
を満たすxij、yjを求解する。 
この定式化では立地施設数に関する制約条件を設けて

いない。そこで、施設立地費用 λを大きな値から徐々に

低下させながら解くことで、配置される施設数を間接的

に増加させながら 適配置解を求める。したがって λの
設定値の刻みによって、すべての施設数の配置解が得ら

れるわけではない。 
３．２ 最適配置解の計算結果 
生まれ年を5年間で区切った世代ごとに、1980年から

5年おきに2000年までの5時点における人口分布を与え、

適施設配置解を求めた。施設数を1、2、3、4、5施設

とした場合の 適施設配置解とそのときの平均距離の値

を、表－2から表－6に示す。 

（１）1施設の 適施設配置解（表－2） 
 適施設配置解は、1915年以前生まれの高齢の世代に

ついては候補点14であるが、それ以降生まれの世代につ

いては1つ西方のメッシュである候補点10となる。1つ
の世代を除くすべての世代で、 適施設配置解は20年に

わたり変化していない。1915年以前生まれの世代は1980
年の時点で65歳以上であり、全人口に占める割合は大き

くないことから、この地域で今後1施設のみを配置する

場合には候補点10が望ましいことになり、世代間の対立

は問題にならないと結論できる。 
（２）2施設の 適施設配置解（表－3） 
 1925 年以前生まれの世代の 適施設配置解は 20 年間

にわたり、ほぼ候補点10,18である。これに対して1936
年以降生まれの世代では、この20年間に 適施設配置解

が変化している。1980年代には上述の候補点よりも西方

に位置する候補点5,15が 適解であったが、1990年以降

は南へ移動して候補点6,15が 適解となっている。1926
～1935 年生まれ世代の 適施設配置解は 1990 年以降は

西へ移動し、1936年以降生まれ世代の 適解に近づいて

いる。結果として2000年では世代間の差はほぼ消滅して

いる。 
（３）3施設の 適施設配置解（表－4） 
 多くの世代について、 適施設配置解は20年の間で変

化している。1980 年代では多くの世代に対して候補点

2,10,18が 適施設配置解であり、これは人口集中地区を

大きくカバーするように間隔を確保して3つの施設を配

置するという解である。1950年以前生まれの世代にとっ

ては1990年以降もこの解が 適であるケースが多い。一

方、1951 年以降生まれの世代では候補点 5,10,18 のよう

に西方の施設を若干中心に寄せて配置することが 適解

※ 表－2 から表－6 まで、横方向は 5 歳階級別の世代を表す。

例えば、1901年ならば1901～1905年生まれ世代を表す  
※ 表中の空欄は、計算が不可能であったことを示す 
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表－4 3施設の 適施設配置解のメッシュ番号（ゴチック体）と平均距離（明朝体、10m） 
年次
1980 10 14 18 39 2 10 15 43 5 14 18 45 2 10 18 40 6 10 18 40 2 10 18 41 2 10 18 42 5 10 18 43
1985 5 14 18 41 2 10 18 41 3 10 18 45 2 10 18 42 2 10 18 40 6 10 18 43 2 10 18 39 2 10 18 41 6 9 15 44
1990 10 15 21 42 2 10 18 42 2 10 18 40 6 10 18 42 2 10 18 42
1995 3 10 18 43 2 10 18 40 2 10 18 40 2 10 15 41 2 10 18 41
2000 9 10 18 47 6 10 15 43 2 10 18 43 6 9 15 45 2 10 18 45
年次
1980 2 10 18 41 5 10 18 41 5 10 18 35 5 10 18 39 2 10 18 40 5 10 18 44
1985 2 10 18 41 2 10 18 42 5 10 18 36 5 10 18 41
1990 6 10 18 40 5 10 18 38 5 10 18 44
1995 6 10 15 39 6 10 18 39 5 10 18 41 5 11 15 41 2 10 15 45
2000 6 10 18 44 6 10 15 44 6 10 15 39 6 10 15 41 6 10 15 42 6 11 18 45 5 11 15 41
年次
1985 5 9 15 41
1990 6 10 18 39
1995 6 10 18 40
2000 6 10 15 43 6 10 18 39 6 10 18 39 6 11 19 40

19361901 1906 1911 1916 1941

1961 1966 1971 1976

1981 1986

1921 1926 1931

1991 1996

195619511946

 
表－5 4施設の 適施設配置解のメッシュ番号（ゴチック体）と平均距離（明朝体、10m） 

年次
1980 2 10 14 18 30 2 10 15 18 32 2 10 14 18 35 2 9 10 18 34 6 10 15 18 32 2 10 14 18 34
1985 3 5 14 18 36 2 10 15 18 31 3 9 14 18 35 2 10 15 18 35 2 10 15 18 33 2 10 15 18 34 2 10 15 18 31
1990 2 10 15 21 32 2 10 15 18 33 2 10 14 18 32
1995 3 10 14 18 33 2 10 15 18 32 2 10 14 18 32 2 10 15 18 32
2000 2 10 14 21 36 6 10 15 18 35 2 10 15 18 35
年次
1980 2 10 15 18 35 5 9 15 18 35 2 10 15 18 35 2 5 10 18 34 1 5 10 18 26 2 5 10 18 32 2 10 15 18 34
1985 2 9 10 18 34 3 9 15 18 34 2 9 10 18 34 2 9 10 18 36 1 5 10 18 28 1 5 10 18 33
1990 6 10 15 18 35 6 9 15 18 34 6 10 15 18 33
1995 2 10 15 18 34 6 10 15 18 32 6 10 11 18 34 5 10 11 18 35
2000 2 6 9 15 38 2 10 15 18 38 6 10 15 18 36 6 10 15 18 36 6 10 15 18 34 5 6 11 15 35 6 10 11 19 35
年次
1980 2 9 10 18 36
1985 5 9 15 18 33
1990 1 5 10 18 33 6 9 15 18 33 2 6 10 18 32
1995 5 11 15 18 33 2 10 15 18 37 6 10 15 18 34
2000 5 11 15 18 37 5 11 15 18 34 1 6 10 15 36 6 10 15 18 34 6 10 11 18 33
年次
2000 5 6 11 19 33

1916191119061901

1966

19311921 1926

1961

1996

19911971

1936 19461941

1976

19561951

19861981

 
 
となっている。さらに1990年代からは人口重心が若干南方

に移っており、候補点6,10,18が 適解となる世代が増えて

いる。さらに1956～85年生まれの世代は中心に建設された

住宅団地の居住者が多いことを反映して、東側の施設も中

央部に移した 6,10,15 という中央集中型の配置が 適とな

っている。 
（４）4施設の 適施設配置解（表－5） 

1945 年以前生まれの世代においては候補点2,10,15,18 へ

の配置が 適になるケースが多く、1951年以降の世代では

西部の候補点 2 への配置を中央に移した 6,10,15,18 への配

置が 適になるケースが見られる。世代ごとの 適施設配

置解は 20 年の間に変化している。2000 年の解に着目する

と、1926～30 年生まれ、1946～60 年生まれ、1986～90 年

生まれの親、子、孫に当たる世代にとっての 適解が

6,10,15,18 であるのに対して、それらに挟まれている 1961
～80 年生まれとその子供である 1991 年以降生まれの世代

の 適解が、より南方の候補点11を含む配置となっている。

このことは、特定の世代が立地した時期に開発された住宅

地の位置が、約30年間のラグを持って引き継がれている傾

向を示している。また、時間の経過とともに2つのパター

ンの違いがより鮮明になってきている。 

（５）５施設の 適施設配置解（表－6） 
ほとんどの世代の 適施設配置解は、3 つの施設を中心

部の候補点10,15,18に配置しており、残りの2つの位置に

ついて若干の違いがある。すなわち、1955年以前生まれの

高齢者層と1981年以降生まれの未成年者では残りの2つの

施設を北西部の候補点１～3、及び6または9に配置するこ

とが望ましい。これに対して1956～80年生まれの5つの世

代とその子供に当たる1994年以降生まれの2つの世代では、

北西部の候補点2または6に配置すると同時にひとつの施

設を中心部の南西に位置する候補点 11 に置くことが 適

解となっている。 
３．３ 世代間の対立についての考察 
以上のことから今回分析を行った大和町では、世代ごと

の 適施設配置解は1980年から2000年までの20年の間に

何らかの変化を受けて変化しているが 10 年程度は安定し

ている。したがって10年程度のスパンでそれぞれの世代が

各自に有利な施設配置案に固執し合意が得られない状況が

発生する危険性がある。また、いくつかの世代をグループ

化して考えると、北西部への施設配置を必要とする高齢の

世代と、 近開発された中南部でのニーズが高い比較的若

い世代との間には 適施設配置の不一致が存在する。さら 
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表－6 5施設の 適施設配置解のメッシュ番号（ゴチック体）と平均距離（明朝体、10m） 
年次
1980 5 9 14 15 18 26 2 10 14 15 18 26 3 9 10 14 18 29 1 9 10 15 18 28 6 9 10 15 18 25 2 9 10 15 18 28
1985 3 9 14 15 18 25 3 9 10 14 18 28 2 9 10 15 18 28 2 9 10 15 18 27 2 9 10 15 18 28
1990
1995 2 10 14 15 18 26 3 9 10 14 18 26 2 6 10 15 18 27
2000 2 10 14 15 24 29 2 6 10 15 18 29
年次
1980 2 9 10 15 18 29 2 5 9 15 18 27 2 5 10 15 18 29 1 5 10 15 18 20
1985 2 10 14 15 18 26 2 6 9 15 18 27 2 6 9 15 18 28 2 5 9 15 18 30
1990 2 6 10 14 18 28 2 6 10 15 18 28 2 6 9 15 18 28 6 10 14 15 18 27
1995 2 6 10 15 18 28 6 10 11 15 18 27
2000 2 6 10 15 18 29 2 6 9 15 18 31 2 6 10 15 18 31 2 6 10 15 18 30 2 6 10 15 18 31 6 10 11 15 18 29
年次
1980 2 5 10 15 18 26 2 5 10 15 18 28 2 5 9 15 18 30
1985 1 5 10 15 18 27
1990 5 6 10 15 18 26 1 5 10 15 18 27
1995 6 10 11 15 18 28 5 6 10 15 18 29 1 5 11 15 18 27 2 10 11 15 18 31
2000 5 6 11 15 18 28 5 6 10 11 19 30 5 7 11 15 18 31 5 6 11 15 18 29
年次
1985 2 5 9 15 18 27
1990 2 6 10 15 18 28 2 6 10 15 18 27
1995 2 6 10 15 18 29
2000 1 6 10 15 18 30 2 6 10 11 18 28 5 6 10 11 19 27

1976

1996

1936 1946 1951 1956

1911

1941

19211916 1926

19911986

1961

1981

1966 1971

1931

1901 1906

 
 

に、この世代間の相違は世代が近いほど小さいわけではな

く、親－子－孫の関係にある約30年ごとの世代間では差異

が小さく、それらに挟まれるもう一方のグループとの差異

が大きいという傾向が見られる。なお、 適解が実現でき

た場合の平均距離の値については、世代間に大きな相違は

見られない。 
適施設配置解の世代間の相違の傾向は、施設数によっ

て異なっている。1 施設の配置においては世代間の対立は

問題にならない。2 施設の場合も過去は 適配置案の相違

が見られたが、近年ではその相違は解消しつつある。しか

し、3～5施設の場合には世代間の相違が存在しており、経

年的にも相違が解消する傾向にはない。 
なお、すべての候補点に施設を配置することは全世代に

共通の 適解となるが、施設数がそれより少なくても、主

要な居住場所にほぼ施設が配置できる状況に達すれば、世

代間の 適施設配置解の相違は解消すると考えられる。 
 
４．おわりに                                        
本稿では、経年的に施設の利便性の低下が起こっている

宮城県の大和町を例に取り、世代ごとの 適施設配置解の

比較を行って、施設をめぐる対立が生じる可能性を検討し

た。その結果、施設数が少数の場合または立地候補点数に

近い多数の場合には世代間の相違は発生しない。しかし、

中ぐらいの個数の施設を配置する場合には、世代ごとの

適施設配置解には相違が起こり、世代間の対立につながる

可能性があることを確認した。この世代間の相違を踏まえ

て、対立関係をどのように解消するかは今後の施設配置計

画に課せられた重要な課題であるが、本研究の範囲を超え

るため今後の課題としたい。 
なお、平均距離以外の指標を用いた 適解の検討は今後

の課題としたい。また1地域の分析から得られた本研究の

知見を一般化するために、対象地域の拡大が必要である。 
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